
令和５年度
事業報告書等作成講座

埼玉県川越比企地域振興センター 総務・防災・県民生活担当
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講座の構成
第一部
 事業報告書を提出する理由

 事業報告書提出までの流れ

 提出する書類の種類

第二部
 提出する書類の作り方と注意点

 その他の書類の注意点
１ 役員に変更があった場合

２ 定款を変更する場合

３ 定款以外の事項を変更した場合

 その他のお知らせ
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法人の活動の公益性を市民に判断してもらうために、
市民に情報を公開することが目的。

 特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）
（事業報告書等の提出）

第２９条 特定非営利活動法人は、都道府県又は指定都市の条例で定める

ところにより、毎事業年度一回、事業報告書等を所轄庁に提出

しなければならない。

 特定非営利活動促進法の施行に関する条例
（事業報告書等の提出）

第６条 特定非営利活動法人は、法第２９条の規定による書類の提出を

毎事業年度初めの三月以内に行わなければならない。

第一部

事業報告書を提出する理由
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事業報告書提出までの流れ

事業
年度
終了

3/31

決算
処理

事業
報告書
作成

監査 総会
所轄庁

へ
提出

6/30

（事業年度が４月１日～３月３１日の法人の場合）

第一部
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① 事業報告書等提出書（表紙）

② 事業報告書（事業の成果と定款で定めた事業の報告）

③ 活動計算書（収入金額と支出金額の計算書）

④ 貸借対照表（法人の資産・負債・財産の金額）

⑤ 財産目録（資産・負債の明細書）

⑥ 年間役員名簿（前事業年度に役員であった者の名簿）

⑦ 社員のうち１０人以上の者の名簿

第一部

提出する書類の種類 各書類の提出部数が１部ずつに変更になりました

-5-



提出する書類の作り方と注意点

第二部
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① 事業報告書等提出書（表紙）

② 事業報告書（事業の成果と定款で定めた事業の報告）

③ 活動計算書（収入金額と支出金額の計算書）

④ 貸借対照表（法人の資産・負債・財産の金額）

⑤ 財産目録（資産・負債の明細書）

⑥ 年間役員名簿（前事業年度に役員であった者の名簿）

⑦ 社員のうち１０人以上の者の名簿

第二部

提出する書類の種類 各書類の提出部数が１部ずつに変更になりました
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様式第８号

事業報告書等提出書

令和５年６月１０日

（宛先）

埼玉県知事

埼玉県川越市新宿町１丁目１７番１７号

特定非営利活動法人食生活支援クラブ

代表者氏名 埼玉 一郎

電話番号 ０４９－２４４－１２４７

特定非営利活動促進法第２９条の規定により、前事業年度（令和４年４月１日から令和５年
３月３１日まで）の事業報告書を提出します。

提出する書類の作り方と注意点

提出日（投函日）を
記載してください。

報告する事業年度の
始期と終期を
記載してください。

第二部

１ 事業報告書等提出書

設立初年度の場合は、法人の登記の日からになります。

法人印の押印は不要です。

平日昼間に繋がる電話番号を
記載してください。
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チェックシート１ 事業報告書等提出書 チェック

１ 日付は書類提出日になっていますか（郵送の場合は投函日になっていますか）

２ 宛先は、埼玉県知事になっていますか

３ 住所（主たる事務所の所在地）は定款のとおり正確に記載しましたか

４ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

５ 法人印を押印していませんか（押印は不要です）

６ 代表者の氏名に誤りはありませんか

７ 電話番号は、平日昼間に繋がる電話番号ですか

８
事業年度の期間に誤りはありませんか
（設立初年度の場合は、法人の設立年月日＝登記日からとなっていますか）

提出する書類の作り方と注意点

１ 事業報告書等提出書

第二部
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令和○○年度 事業報告書 
 

特定非営利活動法人食生活支援クラブ 
１ 事業の成果 

法人設立２年目である○○年度は、会員数１２０名を達成し○○地区での事業の基盤を作ることができた。 

「配食サービス提供」事業については、当初予算○○万円に対して、決算額○○万円となった。これは、○○

地区において、配食提供のニーズが予想を超えて増加し、高齢者・障害者への食事提供が５０名となったためで

ある。「講習会・イベント」事業については、地域の方を対象に、「地域の健康と福祉」というテーマで４回のセミナ

ーを開催した。延べ３００名の参加があり、当クラブの地域ネットワークを広げることができた。 

その他の事業としての「駐車場の運営事業」においては、○○市内に６台分運営をしている。事業収益として

72万円をあげることができ、この収益のうち 67万9千円を特定非営利活動に係る事業の配食サービスに充てた。 

 

２ 事業の実施に関する事項（令和○○年４月１日～令和○○年３月３１日） 

（１）特定非営利活動に係る事業 
定款の 

事業名 
事 業 内 容 実施日時 実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の 

範囲  人数 

人数 

支出額 

（千円） 

配食サービス 

提供事業 

「安全・こだわり」食材で

の配食サービス 
月～金 ○○地区 ２０名 

○○地区
の高齢
者・障害

者 

６０名 7,556 

講習会・イベン

ト開催事業 

「地域の健康と福祉」をテ

ーマにした講習会 
１０月 ○○公民館 １０名 

○○地区
の高齢
者・障害

者 

300名   796 

地域ふれあい

促進事業 
広報誌の作成 

6月・9月 

12月・3月 
事務所  ３名 

○○地区
市民 200名    848 

 

（２）その他の事業 

定款の 

事業名 
事 業 内 容 実施日時 実施場所 

従事者 

の人数 

受益対象者の 

範囲  人数 

支出額 

（千円） 

駐車場運営

事業 
駐車場の運営 通年 ○○市内  １名 契約者 ６名    800 

 

 

 

 

法人名以外を記載していませんか。
なお、法人印は不要です。

定款の事業名を全て記載します。

支出額の合計は、「活動計算書」の
事業費計と一致します。

定款上「その他の事業」がない場合は、
（２）その他の事業の欄を削除します。

実施できなかった場合は、実施日時欄
等に「実施なし」と記載します。

２ 事業報告書

提出する書類の作り方と注意点

第二部
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チェックシート２ 事業報告書 チェック

１ 名称は「〇年度事業報告書」となっていますか（事業年度は合っていますか）

２
当該事業年度の期間が正確に記載されていますか（設立初年度の場合は、法人の設立年月日＝登記日
からとなっていますか）

３ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

４ １ 事業の成果
成果について具体的に記載していますか（事業を実施しなかった場合
は、「今年度は事業を実施していません」と記載してください）

５ ２ 事業の実施に関する事項 定款の事業の種類に定める事業名を全て記載していますか

６ ２ 事業の実施に関する事項 具体的な事業内容を記載していますか

７ ２ 事業の実施に関する事項
実施日時を記載していますか（実施できなかった場合は７～10の欄に
「実施なし」と記載してください）

８ ２ 事業の実施に関する事項 実施場所を記載していますか

９ ２ 事業の実施に関する事項 従事者の人数を記載していますか

10 ２ 事業の実施に関する事項 受益対象者の範囲(一般市民、小中学生等)、人数を記載していますか

11 ２ 事業の実施に関する事項 支出額の合計は「活動計算書」の事業費計と一致していますか

提出する書類の作り方と注意点

第二部

２ 事業報告書
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事業年度中に法人の正味財産（資産と負債の差額）が
どのような原因で増減したかを示す書類

 経常収益

 経常費用

 経常外収益

 経常外費用

提出する書類の作り方と注意点

第二部

３ 活動計算書

固定資産売却益、過年度損益修正益等

固定資産売却損、過年度損益修正損等

ＮＰＯ法人の通常の活動から生じる収益

ＮＰＯ法人の通常の活動に要する費用
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収益

費用

 年度中に入ってきた全ての収入

 年度中に入る予定だったが、
まだ入金されていない収入

 年度中に支払った全ての支出

 年度中に支払う予定だったが、
まだ支払っていない支出

経常収益

経常外収益

経常費用

経常外費用

提出する書類の作り方と注意点

第二部

３ 活動計算書
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

３ 活動計算書Ⅰ経常収益
事業年度と事業期間、法人名を
記載します。

その他の事業がある場合は、
「特定非営利活動に係る事業」

「その他の事業」「合計」の順に
左側から記載します。

定款の事業ごとに記載します。

雑収益とは、いずれの科目にも該当しない、
又は、独立の科目とするほど量的・質的に
重要でない収益です。

この金額が他の収益と比べて過大になるこ
とは望ましくありません。
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事業費と管理費を、それぞれ人件費とその他経費に区分し、
勘定科目ごとに金額を記載します。

提出する書類の作り方と注意点

第二部

３ 活動計算書Ⅱ経常費用１.事業費

法人の事業を行うための費用は
「事業費」です。

イベントを開催した場合の
 交通費
 弁当代
 会場費
 講師の講演料等

事業費計は、「事業報告書」の
支出額の合計と一致します。
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

３ 活動計算書Ⅱ経常費用２.管理費等

法人を管理するための費用は
「管理費」です。

事業費よりも多くならないよう
にご注意ください。

 総会・理事会の開催費用
 監事の役員報酬等

当期「貸借対照表」の「当期正味財産増減額｣
と一致します。

前年度「活動計算書」の「次期繰越正味財産額｣
前年度「貸借対照表」の「正味財産合計」
と一致します。

当期「貸借対照表」の「正味財産合計」
と一致します。

-16-



チェックシート ３ 活動計算書 チェック

１ 名称は「〇年度活動計算書」となっていますか（事業年度は合っていますか）

２
当該事業年度の期間が正確に記載されていますか（設立初年度の場合は、法人の設立年月日＝登記日から
となっていますか）

３ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

４ その他の事業がある場合、特定非営利活動に係る事業と、その他の事業を分けて記載していますか

５ 事業収益は、定款の事業ごとに記載していますか

６ 事業費計は、「事業報告書」の支出額の合計と一致していますか

７ 管理費は、事業費よりも過大になっていませんか

８ 当期正味財産増減額は、当期「貸借対照表」の「当期正味財産増減額｣と一致していますか

９
前期繰越正味財産額は、前事業年度の「活動計算書」の「次期繰越正味財産額」と一致していますか
（設立初年度の場合は、設立時の財産額を「設立時正味財産額」として記載してください）

10 前期繰越正味財産額は、前事業年度の「貸借対照表」の「正味財産合計」と一致していますか

11 次期繰越正味財産額は、当期「貸借対照表」の「正味財産合計」と一致していますか

提出する書類の作り方と注意点

第二部

３ 活動計算書
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注記は計算書類を補足するものです。
該当事項がない場合は提出不要です。

提出する書類の作り方と注意点

第二部

● 計算書類の注記１.重要な会計方針

どの会計基準に基づいて作成
したのか必ず記載します。

消費税について申告納税している
場合は、会計処理について、
「税込方式」か「税抜方式」か
記載します。
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

● 計算書類の注記２.事業別損益の状況

経常費用計の合計は、
活動計算書の経常費用計
と一致します。

記載するかどうかは任意です。

各事業の経常費用計は、
事業報告書の各事業の
支出額と一致します。
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

● 計算書類の注記
３.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳等

記載するかどうかは任意です。

該当する寄附金等を受けた場合は、
必ず記載する必要があります。
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

● 計算書類の注記６.固定資産の増減内訳等

該当する場合は、必ず記載する
必要があります。

貸借対照表の固定資産と
一致します。

貸借対照表の借入金と
一致します。

「役員及びその近親者」とは、次のいずれかに該当する者
①役員とその２親等内の親族 ②①が支配している法人
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９．その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに
正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・現物寄附の評価方法

現物寄附を受けた固定資産の評価方法は、固定資産税評価額に

よっています。

・事業費と管理費の按分方法

各事業の経費及び事業費と管理費に共通する経費のうち、給料手当

及び旅費交通費については従事割合に基づき按分しています。

・重要な後発事象

令和××年×月×日、○○事業所が火災により焼失したことによる

損害額は××円、保険の契約金額は××円です。

・その他の事業に係る資産の状況

その他の事業に係る資産の残高は、土地・建物が××円、棚卸資産

が××円です。

特定非営利活動に係る事業・その他の事業に共通で使用している

重要な資産は土地・建物が××円です。

提出する書類の作り方と注意点

第二部

● 計算書類の注記９.その他

注記の１～８に含まれていないが、

重要性が高いと判断されることに
ついて記載します。
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

４ 貸借対照表
事業年度末時点の法人のすべての資産と負債、正味財産を示す書類

資産

負債

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

 現金及び預金、未収金等の資産

 土地、建物、車両等の資産

 １年以内に返済する予定の借入金等

 １年を超えて返済する借入金等
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

４ 貸借対照表

当期「活動計算書」の「次期繰越正味財産額｣
と一致します。

「資産合計」と「負債及び正味財産合計」
が一致します。

前年度「貸借対照表」の「正味財産合計」
前年度「活動計算書」の「次期繰越正味財産額｣
と一致します。

事業年度末の日付と、
法人名を記載します。

当期「活動計算書」の「当期正味財産増減額」
と一致します。
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チェックシート ４ 貸借対照表 チェック

１ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

２ 当該事業年度の末日の資産・負債について記載されていますか

３

前期繰越正味財産は、前事業年度の貸借対照表の「正味財産合計」と一致していますか

（設立初年度の場合は、前期繰越正味財産ではなく「設立時正味財産」とし、

設立当初の財産目録の「正味財産」と一致していますか）

４ 当期正味財産増減額は、当期の活動計算書の「当期正味財産増減額」と一致していますか

５ 正味財産合計は、当期の活動計算書の「次期繰越正味財産額」と一致していますか

６ 「資産合計」と「負債及び正味財産合計」は一致していますか

提出する書類の作り方と注意点

第二部

４ 貸借対照表
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提出する書類の作り方と注意点

第二部

５ 財産目録
事業年度末の日付と、
法人名を記載します。

「〇〇銀行〇〇支店」のように
銀行名・支店名を記載します。
（口座番号や個人名は記載しない）

当期「活動計算書」の「次期繰越正味財産額｣
当期「貸借対照表」の「正味財産合計」
と一致します。

資産と負債が貸借対照表と

一致します。
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チェックシート ５ 財産目録 チェック

１ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

２ 当該事業年度の末日の資産・負債について記載されていますか

３ 貸借対照表の「資産合計」「負債合計」と一致していますか

４
正味財産は、当期の活動計算書の「次期繰越正味財産額」と
一致していますか

５
正味財産は、当期の貸借対照表の「正味財産合計」と
一致していますか

６
個人情報等の記載はありませんか
（口座番号や借入先等の個人名は記載しないでください）

提出する書類の作り方と注意点

第二部

５ 財産目録
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年間役員名簿 

 
特定非営利活動法人食生活支援クラブ 

 

役名 氏
フリ

  名
ガナ

 住所又は居所 就任期間 
報酬の 
有無 

報酬を受けた 
期間 

理事 埼
サイ

 玉
タマ

 一
イチ

 郎
ロウ

 
 埼玉県熊谷市○○町○○番地 
 △△ビル２階２０５号室 

令和○○年4月1日 
～ 

令和○○年3月31日 
有 

令和○○年4月1日 
～ 

令和○○年3月31日 

理事 鈴
スズ

 木
キ

 ○ ○ 東京都○○区○○町○○番地 
令和○○年4月1日 

～ 
令和○○年3月31日 

無  

理事 山
ヤマ

 田
ダ

 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地 
令和○○年4月1日 

～ 
令和○○年3月31日 

無  

理事 小
コ

 林
バヤシ

 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地 
令和○○年4月1日 

～ 
令和○○年5月31日 

無  

理事 渡 
ワ タ

 辺 
ナ ベ

 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地 
令和○○年6月1日 

～ 
令和○○年3月31日 

無  

理事 佐
サ

 藤
トウ

 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地 
令和○○年4月1日 

～ 
令和○○年3月31日 

無  

監事 加
カ

 藤
トウ

 ○ ○ 群馬県○○市○○町○○番地 
令和○○年4月1日 

～ 
令和○○年3月31日 

無  

 

提出する書類の作り方と注意点

第二部

６ 年間役員名簿（前事業年度に役員であった者の名簿）

氏名・住所は住民票のとおりに
記載します。

事業年度中の役員の就任期間を
記載します。
事業年度中に辞任・新任した
役員も記載します。

役員報酬を受けた人数は、
役員総数の１/３以下でなければなりません。
報酬有の場合は、活動計算書に計上します。
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チェックシート ６ 年間役員名簿 チェック

１
名称は「年間役員名簿」となっていますか
（役員の変更等届出書に添付する「役員名簿」とは異なります）

２ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

３
当該事業年度の期間に１日でも役員であった方を全員記載していますか
（事業年度の途中で辞任した役員や、途中から新しく就任した役員も記載します）

４ 役名（理事または監事）は正しく記載していますか

５ 氏名とフリガナは住民票のとおり正確に記載しましたか

６ 住所は住民票のとおり正確に記載しましたか（丁目、番、号、番地を略さずに記載します）

７
事業年度中の役員の就任期間は正しく記載していますか（設立初年度の場合、始期は法人の
設立年月日です）
事業年度の途中で辞任・新任した役員も記載してください

８
報酬を受けた期間は正しく記載していますか
報酬を受けた人数は、役員総数の３分の１以下でなければなりません
（報酬「有」の場合）活動計算書に役員報酬を計上しましたか

提出する書類の作り方と注意点

第二部

６ 年間役員名簿（前事業年度に役員であった者の名簿）
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社員のうち１０人以上の者の名簿 

                                                       令和○○年３月３１日 
 

特定非営利活動法人食生活支援クラブ 
 

氏  名 住所又は居所 

埼 玉 一 郎  埼玉県熊谷市○○町○○番地△△ビル２階２０５号室 

鈴 木 ○ ○ 東京都○○区○○町○○番地・・・・・・・ 

山 田 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

小 林 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

佐 藤 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

渡 辺 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

加 藤 ○ ○ 群馬県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

松 本 ○ ○ 千葉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

山 本 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

子育て支援グループ△△△ 

代表 石 田 ○ ○ 埼玉県○○市○○町○○番地・・・・・・・ 

              

提出する書類の作り方と注意点

第二部

７ 社員のうち１０人以上の者の名簿
事業年度末の日付と
法人名を記載します。

事業年度の末日に在籍する社員を
１０人以上記載します。

 事業年度中に退会した社員は記載しません。

 社員が１１人以上いる場合でも、
 必ず全員を記載する必要はありません。

「年間役員名簿」にも記載の社員は、
氏名・住所を年間役員名簿と同一の
文字・表記方法で記載します。

社員が法人等の場合は、法人名と
代表者氏名、法人の所在地を記載します。
（代表者個人の住所ではありません。）
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チェックシート ７ 社員のうち１０人以上の者の名簿 チェック

１ 当該事業年度の末日の日付が記載されていますか

２ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

３ 当該事業年度の末日時点で在籍する社員を記載していますか

４
社員（法人の総会で表決権を持つ会員）を１０人以上記載していますか
（１０人以上記載していれば、必ずしも全員を記載する必要はありません）

５
社員の氏名と住所を正確に記載しましたか（役員を兼ねる社員については、
年間役員名簿と同一の文字・表記方法で記載します）

６
社員が法人・任意団体等の場合は、氏名欄に団体名と代表者氏名を、
住所又は居所の欄に所在地・住所を記載しましたか（代表者個人の住所ではありません）

提出する書類の作り方と注意点

第二部

７ 社員のうち１０人以上の者の名簿
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その他の書類の注意点

第二部
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その他の書類の注意点

第二部

１ 役員に変更があった場合
役員に変更があった場合、｢役員の変更等届出書｣「役員名簿」を提出します。
再任の場合も提出が必要なので、どの法人でも２年に１回は必ず提出します。

新任の役員がいる場合は、以下の書類が必要です。
① 住民票等の住所又は居所を証する書面(コピー不可)
② 就任承諾及び誓約書のコピー

「年間役員名簿」とは内容が異なります。
(「報酬を受けた期間」の欄はありません。)
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チェックシート ８ 役員変更 チェック

１ 役員の任期満了による再任で、役員が変更しない場合も作成しましたか

２ 「役員の変更等届出書」「役員名簿」が各１部ありますか

３ 法人名は定款のとおり正確に記載しましたか

４ 役名（理事または監事）は正しく記載していますか

５ 氏名・住所は住民票のとおり正確に記載しましたか

６ 役員の変更等届出書 変更があった役員（再任を含む）を全員記載していますか

７ 役員名簿
名称は「役員名簿」となっていますか（事業報告書の「年間役員名簿」と異
なり、「報酬を受けた期間」の欄はありません）

８ 役員名簿 変更がなかった役員も含めて、現在任期中の役員を全員記載していますか

９ 役員名簿 役員（理事・監事）の人数は、定款の役員の定数と合っていますか

10 役員名簿 報酬を受ける役員は、役員総数の３分の１以下ですか

11
新任の役員がいる場合、「就任承諾及び誓約書のコピー」「住所又は居所を証する書類(住民票等）
の原本」を各１部添付しましたか（理事から監事、監事から理事に変更の場合も、新任になります)

その他の書類の注意点

第二部

１ 役員に変更があった場合
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社
員
総
会

定
款
変
更
の
流
れ

認証が必要な事項

認証が不要な事項

定
款
変
更
認
証
申
請
書

認
証
（
認
証
書
交
付
）

定
款
変
更
届
出
書

登
記
事
項
変
更
手
続
き(

法
務
局)

登
記
完
了

登
記
事
項
証
明
書
の
提
出

定
款
変
更
手
続
き
終
了

その他の書類の注意点

第二部

２ 定款を変更する場合
定款を変更する場合は、社員総会での議決が必要です。
「定款変更認証申請書」または「定款変更届出書」を提出します。

縦
覧

２
週
間

２
カ
月
以
内

２
週
間
以
内

２週間以内
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① 目的

② 名称

③ その行う特定非営利活動の種類及び当該特定非営利活動に係る事業の種類

④ 主たる事務所及びその他の事務所の所在地（所轄庁の変更を伴うものに限る。）

⑤ 社員の資格の得喪に関する事項

⑥ 役員に関する事項（役員の定数に係るものを除く。）

⑦ 会議に関する事項

⑧ その他の事業を行う場合には、その種類その他当該その他の事業に関する事項

⑨ 解散に関する事項（残余財産の帰属すべき者に係るものに限る。）

⑩ 定款の変更に関する事項

その他の書類の注意点

第二部

２ 定款を変更する場合
定款を変更する場合のうち、認証申請をする必要がある事項
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 定款の変更を伴わない事務所所在地の変更
 法人の電話番号の変更
 代表者の変更

法人情報の変更について 

                            令和  年  月  日    

（宛先） 

 埼玉県知事  

 

                      埼玉県★★市●●□丁目×番△号 

                     特定非営利活動法人 ×××× 

                         代表者氏名 ○○ ○○ 

                         電話番号 000-000-0000 

 

下記のとおり、（主たる又はその他の事務所の所在地（定款変更を伴わないもの）・電話番号・

代表者）の変更があったので届け出ます。 

記 

□ 主たる又はその他の事務所の所在地（定款の変更を伴わないもの） 

事務所の種類 変更前 変更後 

主・その他   

  ※ 令和  年 月 日に開催された総会において、 

     令和  年 月 日から事務所を移転することについて承認された。 

□ 電話番号 

変更前 変更後 

  

   ※「埼玉県ＮＰＯ情報ステーション」への掲載の可否  【 可 ・ 否 】 

□ 代表者 

 変更年月日 氏名（ふりがな） 

前任 
 

 

新任  

 

その他の書類の注意点

第二部

３ 定款以外の事項を変更した場合
「法人情報の変更について」の届出が必要な変更事項

県ホームページ「ＮＰＯコバトンびん」に掲載している
様式「法人情報の変更について」をぜひご利用ください。

事務所所在地について、定款に「この法人は事務所を〇〇
市（町、村）に置く。」と、市町村までしか記載がなく、
その市町村内で変更する場合は、定款の変更を伴いません。

新任の理事が代表者になる場合は、
「役員の変更等届出書」も提出が必要です。
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その他のお知らせ

第二部
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その他のお知らせ

第二部

● 内閣府ウェブ報告システム

 従来どおり、書面（郵送・持参）での提出も可能です。
 書面で提出する場合、提出部数は各１部になります。

対象となる手続
 設立・定款変更
 事業報告書の提出
 役員変更届の届出等

内閣府ウェブ報告システムの登録方法は、
「内閣府ＮＰＯホームページ」と検索し、
こちらから新規ユーザー登録します。

ＮＰＯ法人の手続がオンライン上でできるようになりました。
所轄庁へ提出する申請書・届出を、オンラインで提出可能です。
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その他のお知らせ

第二部

● ＮＰＯコバトンびん
提出書類の様式や特定非営利活動法人ガイドブック 埼玉県版は、
県ホームページ「ＮＰＯコバトンびん」からダウンロードできます。

https://www.saitamaken-npo.net/

①

②

「ＮＰＯコバトンびん」と検索し、
こちらからダウンロードできます。

ＮＰＯコバトンびんのページは、
こちらからもアクセスできます。
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 メール ： r4607176@pref.saitama.lg.jp

 電 話 ： ０４９－２４４－１２４７

 ＦＡＸ ： ０４９－２４３－１７０７

 ホームページはこちら→ https://www.pref.saitama.lg.jp/soshiki/b0106/index.html

その他のお知らせ

第二部

● その他のご質問は

川越市・坂戸市・鶴ヶ島市・毛呂山町・越生町に
主たる事務所を置く法人は当センターが窓口です。
その他の市町村に主たる事務所を置く法人の窓口は
ＮＰＯコバトンびんのこちらのページをご確認ください。

埼玉県川越比企地域振興センター 総務・防災・県民生活担当
までお気軽にご質問、ご相談ください。

https://www.saitamaken-npo.net/html/soudan/hojin/index.html
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